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環境会計における国際的視点

平 松 一 夫
（関西 学院大学）

Ｉ． 環 境 会計 の国 際 化

最 近、 「国 際 的 調 和」 の 視 点 か ら会 計基 準 を 論 じる 方 向 が 注 目 を 集 め て い る。 と こ ろ が こ

れ ま で、 「環境」 に か か わ る 会 計 問 題 は 「国 際 的 調 和」 を め ぐる 議 論 の 動 向 か ら 取 り 残 さ れ

て き た 感 が 強 い。

も っ と も、 徐 々 に で は ある が、 こ の と こ ろ 現 境 会 計 が 「国 際 的 調 和」 の 議 論 の 土 俵 に 上 が

り っ っ あ る こ と も 事 実 で あ る。 こ の こ と を 世 界 会 計 基準 設定 者 会 議 で の 議 論 の 動 向 と の か か

わ り で み て み よ う。 た と え ぱ、 １９９２年１０月 に ア メ リ カ の ＦＡＳＢ （財 務 会 計 基 準 審 議 会） が 主

催 し た 会 議 で、 各 国 で 検 討 さ れ て い る 会 計 間 題 が 紹 介 さ れた が、 そ の 中 で 現 境 会 計 に 関 心 が

も た れ て い る と 指 摘 した の はカ ナ ダ と ドイ ツ だ け で あ っ た一〕
。 当 然、 環 境 会 計 が こ の 会 議 で

論 じ ら れ る こ と も な か っ た。 翌１９９３年１１月 に イ ギ リ ス の ＡＳＢ （会 計 基 準 審 議 会） と ＩＡＳＣ

（国 際 会 計 基 準 委 員 会） によ っ て 開 催 さ れ た 会 議 で は、 「将 来 事 象 の 会 計 処 理」 が 主 要 テ ー マ

と し て 論 じ ら れ た。 こ の 会 議 で 環 境 会 計 が 中 心 テ ー マ と して 取 り 上 げ ら れた わけ で はない が、

環 境 負 債 が将 来 事 象 の 一 部 を 構 成 す る も の で あ っ た こ と か ら、 環 境会 計 が １ 年 前 に 比 べ る と

や や 重要 度 を 増 し た こ と が わ か る。 １９９４年 の こ の 会 議 の テ ー マ は未 定 であ る が、 「環 境 負 債」

が主 要 テ ーマ の 候 楠 の 一 っ に 挙 げ られ て い る と い わ れ 孔

こ のよ うに、 「国 際 的 調 和」 の 視 点 か ら 現 境 会 計 の悶 題 を 論 じ る こ と はま だ 緒 に っ い た ぱ

か り であ るが、 こ の 数 年 童 要 性 を 増 して い る。 も ち ろ ん、 い く っ か の 文 書 で は、 こ れま で に

も国 際的 視点 に立 っ て 現 境 会 計 の 間 題 が 論 じ ら れ て き た。 本 稿 で は、 現 境 会 計 の基 準 お よ び

開 示 実 務 に 関 連 し て国 際 的 視 点 か ら論 じた 着 干 の 文 献 を と り あ げ、 そ の 内 容 を 簡 潔 に紹 介 し

よ う と す る も の で あ る。 （な お、 本 稿 で紹 介 す る 事 例 は 簡 潔 な も の に 限 定 し、 紙 数 を 要 す る

事 例 は割 愛 す る こ と をあ ら か じ め お 断 り して お き た い。）

皿． 環境対策に関する各国の会計基準

１１〕 国 連 の１９９０年 報 告 害

国 遵 の 多 国 籍 企 業 委 員 会 に よ る 『国 際 会 計 報 告 問 題 ：１９９０年 レ ヴユ ー』 （Ｉｎｔｅｍａｔｉ㎝ａ１

Ａ㏄ｏ㎜ｔｉ㎎ ａｎｄ Ｒｅｐｏｒｔｉ㎎ Ｉｓｓｕｅｓ：１９９０ Ｒｅｖｉｅｗ）に は、 「環 境 対 策 に 関 す る 情 報 開 示」 の 報

告 が 含 ま れ て い る２〕
。 こ の 中 に、 国 際 会 計 基 準 の 他、

ブ ラ ジ ル、 カ ナ ダ、 ド イ ツ、 イ ン ド、

オ ラ ン ダ、 ノ ル ウ ェ ー、 ス ウ ェ ー デ ン、 ス イ ス、 イ ギ リ ス、 ア メ リ カ の１Ｏカ 国 に お け る 現 境

対策に関する会計基準の調査結果が掲載されている ㌔
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こ の う ち 、 国 際 会 計 基 準、 ア メ リ カ、 カ ナ ダ、 イ ギ リ ス、 ド イ ツ・ オ ラ ン ダ・ イ ン ド の 基

準 を国 連 の こ の 報 告 書 を 基 礎 と して ま と め た も の が、 本 号 所 収 の 谷 口 智 香 稿 「環 境 コ ス トの

会 計 処 理 と 開 示 を め ぐ る 論 点」 の 図 表 ３ に 掲 載 さ れ て い る の で’〕
、 こ こ で は重 複 を さ け、 ブ

ラ ジ ル、 ノ ル ウ ェ ー、 ス ウ ェ ー デ ン、 ス イ ス の ４ か 国 に っ い て 記 述 さ れ て い る と こ ろ を 紹 介

す る。

な お、 本 稿 に お け る 記 述 は 会 計 処 理 と開 示 に 関 連 す る 基 準 に 限 定 し、 国 遵 の 報 告 書 に含 ま

れ て い る 税 法 上 の 取 扱 い に 関 す る 部 分 は 除 く こ と と す る。

① ブ ラ ジル

企 業 は、 負 債 が 実 効 の あ る リ ス ク ま た は 債 務 と な る 場 合 に 負 債 と して 記 録 す る こ と を 要 求

さ れ る。 企 業 が 現 境 対 策 の結 果 と し て 資 産 を 取 得 し た 場 合、
’
そ の 資 産 は資 産 計 上 さ れ る。 将

来 の 負 債 は、 負 債 の 要 件 を満 たす 場 合 に の み 記 録 さ れ る。 潜 在 的 な 負 債 は、 そ の 負 債 が ま だ

発 生 し て お らず 留 保 利 益 があ る 場 合 に、 偶 発 事 象 に 対 す る 引 当 金 と し て 株 主 持 分 の 部 に 計 上

さ れ る こ と が あ る。

ブラ ジ ル の証 券取 引 委 員 会 は、 取 締 役 会 報 告 書 で 現 境 保 議 の た め の 投 資 に つ い て 記 述 す る

こ と を 勧 告 し て い る が、 そ れ 以 上 の 詳 細 な 記 述 は 求 め て いな い。 そ れ 以 外 に は、 現 境 対 策 の

開 示 に っ い て 特 に 明 確 な 要 求 は な さ れ て いな い。 負 債 が 生 じ る と 予 期 さ れ る 場 合、 ま た は環

境 問 題 を 解 決 で き な い た め に 企 業 の 存 続 に影 響 が あ る 場 合 に は、 開 示 が 必腰 と な る。

② ノ ル ウ ェ ー

財 務 諸 表 に 関 す る 要 件 を 設 定 す る 場合 は、 会 社 法 の セク ショ ン１１－１２．６お よ び 会 計 法 の２１

Ａ．３が 適 用 さ れ る。 １９８９年 に 会 社 法 が 改 正 さ れ、 排 出 ・ 汚 染 に 関 す る 情 報、 お よ び環 境 浄 化

の た め に 計 画 ま た は 実 施 さ れ た 現 境 対策 に 関 す る 詳 細 な 情 報 を、 取 締 役 会 報 告 書 に 含 め る よ

う 要 求 さ れ る こ と と な っ た。 あ る 程 度 の 確 実 性 を も っ て 負 債 を 測 定 す る こ と が で き る 場 合、

企 業 は 当 該 負 債 を 記 録 しな け れ ぱ な ら な い。 そ れ は 発 生 した と き に 費用 とさ れ る。 設 備 を 設

置 す る 場 合 は、 資 産 と し て 計 上 し、 構 却 す る こ と が 適 切 で あ 孔

偶 発 負 債 に 関 す る 開 示 は 要求 さ れ て い る。 そ の 情 報 は数 量 的 と定 性 的 の 両 方 が 望 ま しい。

③ ス ウ ェ ー デ ン

勅 許 会 計 士 協 会 が、 偶 発 事 象 の 記 録 に っ い て の 一 般 的 勧 告 を 設 け て い る。 企 業 は、 将 来 の

対策費用が認識された時点で負債を記録することを求められる。 財務上重大な影響を及ぼす

環 境 対 策 につ い て は、 取 締 役 会 報 告 書 ま た は 財 務 諸 表 注記 に 開 示 す る こ と と さ れ て いる。 財

務上の影響が重犬で合理的に測定可能である場合には、 定性的と数量的の双方を開示しなけ

れ ぱ な ら な い。

④ス イ ス

スイ ス で 一 般 に 認 め ら れ た会 計 実 務 は、 き わ め て 保 守 的 な 会 計 を 容 認 し、 奨 励 し て い る。

そ の 結 果、 予 期 さ れる す べ て の 負 債 を 記 録 しな け れ ぱ な らな い。 そ し て、 環 境 対 策 に 関 す る
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い か な る コ ス ト も直 ち に 費用 計 上 しな け れ ぱな らな い。 環 境 対 策 に っ いて の開 示 は、 明 確 に

は 要 求 さ れ て い な い。

こ の よ う に、 国 連 の１９９０年 報 告 書 に よ れ ぱ
、 調 査 対 象 国 で は、 （本稿 で 記 述 を 省 略 し た 国

を 含 め て） 環 境 対 策 に 関 連 す る 特 別 な 会 計 基 準 は設 け ら れ て い な い と い え る。 現在 の とこ ろ、

環 境 会 計 に と っ て 重 要 な 意 義 を もっ も の は、 支 出 の 資 産 計 上 ・ 費 用 計 上 の 処 理 およ び偶 発 事

象 の 処 理 を め ぐる 基 準 で あ る と い えよ う。

ω ヨ ー ロ ッ パ 会 計 ± 連 盟 の１９９３年報 告 害

ヨ ー ロ ッ パ 会 計 士 連 盟 （ＦＥＥ） は・ １９９３年 に 『現 境 会 計 と 監 査 ： 現 在 の 活 動 と 展 開 に っ い

て の 調 査』 （Ｅｎｖｉｒｏｎ ｍｅｎｔａ１ Ａ ㏄ ｏｕ皿ｔｉｎｇ ａｎｄ Ａｕｄｉｔｉｎｇ ：Ｓｕｒｖｅｙ ｏｆ Ｃｕｒｒ㎝ｔ Ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ ａｎｄ

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｓ）を 公 表 し た５〕
。 こ の 報 告 書 に は、 ＥＣ （欧 州 共 同 体） お よ ぴ ＥＦＴＡ （ 欧 州 自 由

貿易連合） 加盟各国の１９９３年３月１５日時点での環境関連事項に関する調査結果が含まれてい

る。 こ の う ち 「環 境 会 計 分 野 に お ける 基準 設 定」 の 調 査 結 果 を 論 じ た 部 分 に は、 ７ か 国 にお

け る 現 境 会 計 関 連 の 現 行 規 則 や 進 展 状 況 が 論 じ ら れ て い る６〕
。 以 下、 そ の 要 旨 を記 述 す る。

① ベ ル ギ ー

現 境会 計 に 関 す る 特 別 な 規 定 は 存 在 しな い が、 環 境 支 出 に っ い て は、 次 の よ う に 無 形 固 定

資産、 有 形 固 定 資 産、 引 当 金 に 関 す る 一 般 規 定 が 適用 さ れ る。 す なわ ち、 現 境 に 望 ま しい 影

響を与える研究開発費は・ 無形固定資産として資産計上され 孔 企業の安定性・ 安全性や効

率性 の改 善 に 資 す る 環 境 ・ 汚 染 防 止 投 資 コ ス ト・ お よ び 現 在 あ る い は 将 来 の 現 境 汚 染 の 低 減

あ る い は 減少 に 貢 献 す る コ ス ト は、 有 形 圃 定資 産 と し て 資 産 計 上 さ れ る。 浄 化 設 備 の 維 持、

用 地 浄化 コ ス ト 等 の よ う に 将 来 規 則 的 に 必 要 と な る コ ス ト、 お よ び現 境 規 制 の 改 訂 に 対 応 す

る こ と に よっ て 発 生 す る コ ス ト に っ い て は、 引 当 金 が 設 定 さ れ る。 汚 染 防 止 投 資 の う ち 資 産

化 す る こ と が 適切 で な い 開 発 費 は、 発 生 し た期 間 に 費用 計 上 さ れ る。 汚染 防 止 等 の た め に 課

さ れ る 税 金 は 費用 計 上 さ れ る。

② デ ンマ ー ク

会 計 基 準 委 員会 は現 在、 年 次 報 告 書 に 関 す る 会計 基 準 を 開 発 し てい る と こ ろ で あ る。 将 来

の 基 準 に 関 す る 最 初 の 公開 草 案 （１９９２年１２月） に は・ 環 境 間 題 の 記 述 を含 む開 示 要 求 が 含 ま

れ て お り、 環 境改 善 投 資 の 情 報 や 現 境 規 制、 企 業 の 環境 政 策 を 含 むべ き であ ると され てい る。

③ ドイ ツ

ドイ ッ に お ける 現 境 会 計 の 議 論 は、 主 に 会 計 の文 献 に 掲 載 さ れ た 研 究 論 文 に よ っ て 扱 わ れ

て お り、 国 や 地 方 の研 究 機 関 や 大 学 が 研 究 を 行 っ て いる。 例 え ぱ、 遵 邦 環 境 局 は、 包 装 資 材

に 関 す る 環 境 貸借 対照 表 （エ コ ビラ ン ツ） を 作 成す るた め の ガイ ドラ イ ン の 研 究 を 依 頼 して

い る。 ベ ルリ ン の 経済 現 境 調 査 協 会 は、 ア ウ グス ブ ル グ 大 学 と 共 同 で、 企 業 活 動 の 環 境 へ の
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影 響 を 企 業 が 処 理 で き る よう な 評 価 フ レー ム ワ ー ク を 開 発 した・

環 境 貸 借 対 照 表 を 公 表 す る た め に、 多く の ドイ ッ 企 業 が 環 境 統制 シ ス テ ム の 設 定 に 着 手 し

て い る。

企業の環境貸借対照表と財務諸表を直接結び付ける必腰 はない。 現境貸借対照表は、 通常

独 立 し て 公 表 さ れ る。

④ オ ラ ン ダ

現 在、 オ ラ ン ダ年 次 報 告協 議 会 で は 環 境 会 計 に 関 す る特 別な 規 則 の 進 展 は み ら れ な い。 し

か し、 ＮＩＶＲＡ （オ ラ ン ダ 登 録 会 計 士 協 会） が 参 加 す る リ ン パ ー グ ・ イ ン ス テ ィ テ ユ ー ト は、

環 境 問 題、 お よ ぴ環境 間 題と 監査 人と の 関係 の研 究 を実 施 した。 リ ジパ ー グ・イ ンス ティ テユ ー

トの研究班と財務報告基準委員会との討議の結果、 引当金等を含む現境問題にヨリ明確な認

識 が 与 え ら れ る ぺ き で あ る と さ れ、 既 存 の 勧 告 が 明確 化さ れ る こ と と な っ た。

⑤イ ギ リ ス

イ ギ リ ス の会 計 基 準 設 定 団 体 で あ る ＡＳＢ は、 現 在、 環 境 に 関 す る 会 計 基 準 の 検 討 を 行 っ

て い な い。 ＡＳＢ は１９９２年 ４月 に 「営 業 活 動 お よ び 財 務 活 動 の 概 要」 に 関 す る 討 議 資 料 を 公

表 した。 「営 業 活 動 お よ び 財務 活 動 の 概 要」 は ア メ リ カ に お け る 「経 営 者 の 討 議 と 分 析 （Ｍ

Ｄ＆Ａ）」 に 相 当 す る 記 述 情 報 で、 そ の 目 的 は、 企 業 の 取 締 役 に 財 務 諸 表 内 の 重 要 な 要 素 を

検 討 し説 明 す る 機 会 を 提 供 し、 利 用 者 が 事業 活 動 と そ の 環 境 を よ り よ く 理解 す る こ と を 可 能

に さ せ るこ と で あ る。 そ こ で な さ れ て い る 勧 告 は、 企 業 に よ る 現 境 支 出 の開 示 を 促 進 さ せ る

と 思 わ れ る。 そ れ は、 勧 告 の 中 で、 支 出 と 同 時 に 費 用 計 上 さ れ、 将 来 期 問 に 便 益 を も た らす

よ う な 支 出 の 開 示 が 奨 励 さ れ て いる か ら で あ る。 環 境 支 出 の 中 に は こ の 分 類 に 入 る も の が あ

る。 討 議 資 料 に は、 主 た る 営 業 活動 の リ ス ク や 不 確 実 性 を 論 じる こ と を 奨 励 す る 提 案 が含 ま

れ て お り、 特 に 環 境 保 譲 費 用 や 発 生 の 可 能 性 の あ る 負 債 へ の 言 及 が なさ れ て い る。

⑥ オ ー ス ト リ ア

オ ー ス ト リ ア の 基 準 設 定 団 体 は、 未 だ 環 境 分 野 で の 活 動 は行 っ て い な い。 独 立 した 調 査 機

関 で あ る 経 済 現 境 調 査 協 会 が１９９０年 に 創 設 さ れ た。 協 会 は、 企 業 が 財 務 諸 表 に 利 用 権 の資 産

計上、 環境税や環境再開発費用の負債計上、 損益計算書における環境費用の独立開示、 取締

役 報 告 書 に お け る 現 境 問題 の記 述、 現 境 保 議、 改 善 事 業 へ の投 資 や 現 境 問 題 に 関 す る 統計 に

っ い て の 財 務 諸 表 注 記 に お け る 報 告、 と い っ た 項 目 を開 示 す る よ う 勧 告 して い る。

独 立 し て 作 成 さ れる 現 境 報 告 書 で、 よ り 詳 細 な 情報 を提 供 す る こ と が で き る。 こ の よ う な

報 告 書 は、 通 常、 環 境 に 対 す る 企 業 の 理 念、 製 造 過 程 の 環 境 に 対 す る 影 響・ 環 境 に 優 し い 製

晶 の 範 囲 や 市 場 シェ ア 等 に 関 し て も 報 告 す る。 経 済 現 境調 査 機 関 は、 こ れ ら の 報 告 書 の 作 成

方 法 に 関 連 し てか なり の 研 究 を 行 っ て い る。

⑦ スイ ス

スイ ス の 会 計 基 準 設 定 団 体 は、 現 在、 現 境 会 計 を 扱 う 勧 告 に 関 して どの 様 な 行 動 を と る べ
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き か の 議 論 を行 っ て い 孔 スイ ス 企 業 は 伝 統 的 に ドイ ツ の 企 業 と 並 ん で、 環 境 会 計 情 報 開 示

の 分 野 で の 先 駆 的 存 在 で あっ た。 従 っ て、 ス イ ス に は、 環 境 会 計 に 関 して か な り の 量 の 情 報

や 実 務 的 経 験 が あ る。

こ う し た 調 査 結 果 を も と に、 ＦＥＥ報 告 書 は 環 境 を め ぐる 基 準 設 定 にっ い て、 次 の よ う に ま

と め て い る７〕
。 す な わ ち、 現 在、 現 境 会 計 問 題 に 関 す る 基 準 設定１こ係 わ っ て い る 会 計 基 準 設

，

定 団 体 は存 在 し な い。 し か し、 い く っ か の 独 立 し た 研 究 機 関 か ら、 金 額 単 位 で は なく 物 量 単

位 の 環 境 報 告 に 関 す る ガイ ドライ ンが 発 表 さ れ て い る。 ベ ル ギ ー、 デ ンマ ー ク、 ドイ ツ の よ

う な 国 で は、 環 境 問 題 を 研究 す る た め に、 職 業 団 体 によ っ て 作 業 委 員 会 が 設 立 さ れ て い る。

企業が環境情報を財務諸表で提供するという傾向はますます強まってきているが、 開示され

る べ き 情 報 の 種 類 や 範 囲 に 関 す る 合意 は 存 在 し な い。 環 境 負 債 に 関 し て も、 会 計 ・ 報 告 の現

行 フ レ ー ム ワ ー ク 内 で は、 こ れ ら の負 債 は 他 の 負 債 と 同 様 に 認 識 さ れ る の で あ り、 他 の 負 債

と 異 な る 特 別 の 環 境 負 債 の 処 理 は な い。 お そ らく 童 要 な 問 題 は、 現 境 負 債 と は ど の よ う な も

の で あ る か を 検 討 す る こ と で あ る。 こ れ は、 財 務 諸 表 が、 企 業 の 環 境 への 影 響 を ど の 程 度 反

映 す べ き か と い う 間 題 で あ る。

皿． 環 境 対策 に関 する 各 国の 開示 実雅

１１〕 ヨ ー ロ ッ パ 会 計 ±連 盟の１９９３年 報 告 害

さ き に 紹 介 した ＦＥＥ の 報 告 書 に は、 下 記 の 各 国 に つ い て、 企 業 に よ る 環 境 関 連 情 報 の 開

示 状 況 に み ら れ る 一 般 的 特 徴 が 記 述 さ れ て い る８〕
。 な お、 ペ ル ギ ー、 ギ リ シ ャ、 ア イ ル ラ ン

ド、 ル ク セ ン ブ ル グ
、

ポ ル ト ガ ル、 ス ペ イ ン、 ア イ ス ラ ン ド、 ス ウ ェ ー デ ン の 企 業 で は こ う

した 開 示 は 見 ら れ な い と して、 記 述 が な さ れて い な い。

① デ ン マ ーク

年 次 報 告書 で 現 境 問 題 に 言 及 し て い る 企 業 も あ る。 企 業 が 記 述 して い る 事 項 と し て は、 例

え ぱ・ エ ネ ル ギー 資源 や原 材 料 の 費 消、 ま た は 環 境 を考 慮 し て 行 わ れ た 投 資 な ど が あ 孔

② フ ラ ン ス

環 境 会 計 に 関 して 報 告 し て い る 企 業 は き わ め て 稀 で あ る が、 報 告 し て い る 場 合 は取 締 役会

報 告 書 で 記 述 的 に 開 示 さ れ て い る。

③ ドイ ツ

ドイ ツ で は、 他 の ＥＣ 諸 国 よ り も 現 境 問 題 へ の 関 心 が 高 く、 議 論 が盛ん で ある。 企 業に よっ

て は、 環 境 貸 借 対 照 表 を 財 務 諸 表 に 含 め て い る 場 合 も あ る。 こ れ は、 企 業 に よ っ て 利 用 さ れ

た 資 源 に つ い て の 情 報 や 説 明、 お よ び利 用 さ れ た 資 源 の 効 率 性 指 標 を も提 供 す る。 環 境 貸 借

対照表を公表するもう一っの理由は、 環境間題にかかわる姿勢を示すという経営者の意図に

あ る。



３２ 環境会計における国誤的視点 （平松）

環境報告書は通常、 量的側面 （投入／産出分析および図表） と質的側面 （現境統制システ

ムおよび各分野で実施された活動の記述） の両者を含む。 環境報告書の中には、 現境間題に

関 す る 質 的 側 面 の み を 含 む も の も あ る。 こ れ ら の報 告書 は、 財 務 諸 表 と 同 様 の 量 が あ り、
３５

ぺ 一 ジ を 越 え る 場 合 もあ る。

④イ タ リ ア

こ こ 数 年、 大 企 業 の多 く が、 現 境 を含 む 企 業 の 外 部 関 係 の さ ま ざ ま な 側 面 を 論 じる 特 別 な

「社会」 報告書の形式で現境問題を報告している。

⑤ オ ラ ン ダ

年次現境報告書は次の３っの方法を採る。 第一は・ 独立した現境報告書を公表する方法で

あ る。 第 二 は、 財 務 諸 表 上 で 現 境 事 項 を 処 理 す る 方 法 で あ る・ こ れ はさ ら に・ 取 締 役 会 報 告

書 に現 境 関 遵 の 独 立 した 段 落 を 設 け る 場 合 と、 現 境 に 関 遵 す る 取 引 や事 象 （引 当 金、 資 産 の

減価、 偶発負債の注記） を財務諸表上に記録する場合がある。 第三は、 社会年次報告書で現

境 に 関 す る 独 立 した 段 落 を 設 け る 方 法 で あ る。

オ ラ ン ダの 企 業 は、 年 次 報 告 書 に 環 境 情 報 を記 載す る こ と の 価 値 が 増 して い る こ と に 気 付

い て い る。 さ ら に、 約３０の 企 業 が 財 務 諸 表 と は 別 の 環 境 報 告 書 を 公 表 し て い る。 特 に・

ＢＳＯ／Ｏｒｉｇｉｎ 社 の 環境 報 告 書 は、 環 境 破 壊 を 金 額 的 に 数 量 化 し よ う と 試 み た も の で あ り、

き わ め て 重 要 で あ る９〕
。

⑥ イ ギリ ス

イ ギ リス で は、 環 境 間 題 につ い て 論 じ る 企 業 が 増 加 して い 孔 こ れ は 現 境 問 題 が 一 般 大 衆

か ら 注 目 さ れ る よ う に な っ て き て い る 事 実 を 反 映 す る も の で あ る。 Ｃｏｍｐａｎｙ Ｒｅｐｏｒｔｉ㎎ の

第２５号 （ｉ９９２年 ７ 月） に 掲 載 さ れ た ト ン キ ン （Ｄ．Ｊ・Ｔｏｎｋｉｎ） の 調 査 に よ れ ぱ・ ６７０社 中１８

％ が 環 境 問 題 を 扱 っ て お り、 前 年 の１Ｏ％ か ら増 加 し た。 し か し、 環 境 間 題 に 取 り 組 む 企業 の

数 の 増 加 に も か か わ ら ず、 開 示 水 準 への 関 心 は さ ほ ど 高く な い。

ＡＣＣＡ（認許会計士勅許協会） の環境報告表彰制度を通じて、 財務報告とは別に独立した

環 境 報 告 書 を 作 成 す る 企 業 が 益 々 増 え て い る こ と が 確 認 さ れ て い る。 こ う し た 企 業 に は、 英

国 航 空 、 ＩＣＩ、
ボ デ ィ シ ョ ッ プ ・ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル

、
ブ リ テ ィ ッ シ ュ ・ ガ ス

、
ブ リ テ ィ ッ

シ ュ ・ テ レ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ の 各 社 が 含 ま れ て い る。

⑦ オ ー ス ト リ ア

取締役会報告書には、 環境目的でなされた設備投資や発生費用に関する情報を含むことが

ある。 オ ー ス トリ ア の 企 業 は、 現 境 貸 借 対 照 表 を 財 務 諸 表 の 一 部 と し て、 あ る い は独 立 し た

報 告 書 と して 作 成 し は じ め て い る。 ま た、 現 在３０の 企 業 が、 原 材 料 フ 回 一 の 投 入 ／ 産 出 分 析

に 基 づ い た 現 境 保 議 計 画 を 実 施 して い る。 そ の 報 告 書 が 公 表 さ れ る 場 合 も あ る が、 多く は 企

業 内 部 の 統 制 ・報 告 目 的 に 利 用 さ れ て い る。

⑧ フ イ ン ラ ン ド
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企 業 は 環 境 保 護 に 関 す る 法 規 制 に した が う。 ま た・ 工 場 か ら の影 響 に 関 す る 一 定 の 統 計 情

報 を 規 制 当 局 に 提 供 しな け れ ぱ な ら な い。 財 務 諸 表 上、 環境 問題 は特 別な 箇 所 あ る い は取 締

役 会 報 告 書 の 一 部 と して 提 供 さ れ 孔 提 供 さ れ る 情 報 は・ 通 常・ 定 性 的 情 報 で あ る。

⑨ ノ ル ウ ェ ー

ノ ル ウ ェ ー の 株 式 会 社 法 は、 セ ク シ ョ ン１１－１２の 最 後 の パ ラ グ ラフ で、 次 の よ う に 一 定 の

環境 情 報 を 年 次 報 告 書 で 開 示 す る こ と を 要 求 して い る。 「従 業 員１０人 超 の 企 業 は、 年 次 報 告

書 に 労 働 条 件 を 記 述 し、 こ の 分 野 で 実 施 さ れ た 対 策 を概 括 す る も のと す る。 年 次 報 告 書 で は

ま た、 事 業 が 外 部 現 境 を 汚 染 す る か ど う か を 記 述 し、 汚 染 の 防止 のた めに 実 施 さ れ た ま た は

計 画 さ れ て い る 対 策 に つ い て 榎 括 す る も の と す る。」

多 く の 場 合、
’
環 境 改 善 あ る い は 汚 染 防 止 の た め に 実 施 さ れ た 投 資 コ ス ト は、 税 法 上 の 理 由

か ら 資産 に 計 上 さ れ ず、 費 用 と し て 直 接 収 益 に 賦 課 さ れ て い る。

⑩ ス イ ス

ス イ ス 企 業 は、 環 境 問 題 に 関 す る 情 報 を 会 計 の 見 地 か らか な り 多 く 提 供 して いる。 こ れ は、

ス イ ス で は 他 の 多 く の ヨ ー ロ ッ パ 企 業 よ り も 環 境 悶 題 に 関 す る 関 心 が 高 い こ とを 示 して い 孔

環 境 問題 は し ぱ し ぱ 財 務 関 係 の 記 事 と し て 開 示 さ れ、 チ バ ・ ガイ ギー 社 の よ う に 現 境 関 連 情

報 の 分 野 で 先 駆 者 で あ る と 認 識 し て い る スイ ス 企 業 もあ る。 チ バ ・ ガイ ギ ー 社 の 場 合、 年 次

報 告 書 の 」 部 を 何 年 に も わ た っ て 環 境 の た め に あ て て い る。 こ れ は現 境 保 議 や 製 晶 の 安 全 性

に 関 す る 支 出 や 投 資 を 示 して いる。

（２〕 英国勅許会計±協会の１９９２年報告警

ＩＣＡＥＷ （イ ン グラ ン ド・ ウ ェ ー ル ズ 勅 詳 会 計 士 協 会） の 環 境 研究 班 は、 １９９２年に 『事 業・

会 計 ・ 現 境 ： 政 策 と 研 究 課 題』 （Ｂｕｓｉｎｅｓｓ，
Ａ ㏄ｏ ｍｔａｎｃｙ ａｎｄ ｔｈｅ Ｅ ㎜ｉｒ㎝ ｍｅｎｔ： Ａ Ｐｏ１ｉｃｙ

ａｎｄ Ｒｅｓｅ肛ｃｈ Ａｇｅｎｄａ） を 公 表 し たｍ〕
。 そ の 第 ４ 章 「企 業 の 現 境 開 示 皿」 に は 、 企 業 に よ る

現 境 開 示 の 今 後 の 方 向 を 示 唆 す る 事例 が 示 さ れ て い る１１㌧

す な わ ち、 環 境 開 示 に 関 して な さ れ た 詰 勧 告 を 基 礎 と して 行 わ れ て いる 優 れ た 開 示 実 務 を

紹 介 す る た め に、 １９９２年 ５ 月３１日 時 点 で 入 手 可 能 な ヨー ロ ッ パ 企 業 の 最 近 の 年 次 報 告 書 か ら

いく つ か の 事 例 を 引 用 して 紹 介 し て い る の で あ る。 こ の 報 告 書 そ の も の は 国 際 比 較 を 目 的 と

す る も の で は な い が、 本 稿 の 視 点 か ら み て 興 味 深 い の で・ こ こ で取 り 上 げ る も の で あ る・

報告書では、 開示の方向として 「環境政策の報告書」、「現境業績の報告」 を掲げ、 後者は

こ れ をさ ら に、 非 数 量 情 報、 数 量 的 ・ 技 術 的 達 成 デー タ、 財 務 情 報の ３つ に 区 分 し て 紹 介 し

て い る。 こ こ で は こ の う ち 財 務情 報 に 限 定 して 紹 介 す る が、 財 務 情報 につ い て も、 ① 環 境 支

出、 ②将来支出および偶発負債に対する引当金、 ③統合された環境財務諸表という３領域で

開 示 例 が あ げ ら れ て い る皿）
。

①環境支出
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環 境 支 出 に っ いて の 優 れ た 由 示 例 と し て、 スイ ス の チ バ ・ ガイ ギ ー社 （１９９０年１２月３１日）

に よ っ て 提 出さ れた 年 次 報 告 書 が あ る。

イ ギリ ス 企業 が現 境 支 出 総 額 を 開 示 す る の は 稀 で あ る。 開 示 し て い る 一 例 と し てＩＣＩ 社

（１９９０年１２月３旧 ） の 報 告 書 が あ る。 そ こ で は、 「１９９０年 の 安全、 健 康、 現 境 に 関 す る 支 出 総

額 は７ 億 ４ 千万 ポ ン ド に 達 した」 と 述 べ ら れ て い る。ＩＣＩ社 は さ ら に、 １９８８年 か ら１９９１年 ま

で の４ 年 間 の現 境 支 出 総 額 を 資 本 的 支 出 と 費用 と に 区 分 し て、
１９９１年 の 『現 境 目 標 に 向 け て

の 前進』 と い う 独 立 した 環 境 報 告 書 で 開示 し た。

こ れ と は 別 の 扱 い が ジェ イ ム ズ ・ク ロ ッ パ ー 社 （１９９１年 ３月３０日） の 年 次 報 告 書 の 「環 境

と 社 会」 と い う セク ショ ンに 見 ら れ る。 そ こ で は 支 出 総 額 は 開 示 さ れ な か っ た が、 環 境 コ ス

ト の配 分 が 示 さ れ て い る。

よ り 一 般 的 な 実 務 は・ 特定 の 環境 投資 支出 の例 を 開示 す るこ と である。 しか し・ ウェ ル シュ・

ウ ォ ー タ ー 社 （１９９０年 ３ 月３１） は さ ら に 進 ん で 次 の よ う に 開 示 して い る。 「資産 やイ ン フ ラ、

顧 客 へ の サ ー ビス 水 準 や 現 境 の 質 の 改 良 に １ 億 ６ 千 万 ポ ン ド以 上 を 投 資 し れ こ れ は 西暦２０

００年 に 完 了 す る 総 額１９億 ポ ン ドの 投 資１０年 計 画 の 一 部 で あ る。」

同 様 に、 サ ウ ス ・ ウ ェ ス ト ・ ウ ォ ー タ ー 社 の１９９１年 ３ 月 ３１日 の 年 次 報 告 書 で、 総 額 １ 億 ２

千 万 ポ ン ドの 資 本 的 支 出 を、 水 質 源、 水 処 理、 排 水、 海 洋 の 排 水 処 理、 汚水 処理、 沈 澱物 処

分、 そ の 他 の 事 業 ・ 支 援 活 動 と し て 分 析 して い る。

研 究 開 発 支 出 は現 境 改 善 の も う 一 つ の 重 要 な 部 分 で あ 孔 例 え ぱ、 シ ャ ンク ス ・ マ ック エ

ワ ン ズ社 （１９９１年 ３ 月３０日） の 場 合 は、 環 境 統制、 埋 立 地 の 造 成、 埋 立 地 発 生 ガ ス を 処 理 燃

料 や 発 電 に 利 用 す る 計 画 等 に 関 す る 研 究 開 発 支 出 に１２８万 ポ ン ド以 上 を 費 や し た こ と が 記 さ

れ て い る。

②将来支出およぴ偶発負債に対する引当金

通 常 の企 業 が現 境 浄 化 コ ス ト に つ いて 引 当 金 を 計 上 す る こ と は 稀 で あ る。 ＩＣＩ社 （１９９１隼

１２月３１日） はそ の例 外 的 企 業 で あ る。 ＩＣＩ社 の 報 告 書 で は、 「適 切 で 合 理 的 に 予 測 で き る 場

合 は、 ＩＣＩ社 はｌＥ１廃 棄 物 処 分 地 や そ の 他 の用 地 を 浄 化 し、 環 境保 議 に 関 遵 し て ま す ま す 厳 格

に なり っ っ あ る 法 律 に 準 拠 す る た め に 将 来 予 期 さ れ る コ ス ト を 計 上 して い る」 と して、 ２ 億

６ 千百 万 ポ ン ドに の ぼ る 負 債 を 独 立 項 目 と し て 計 上 し て い る。

環 境 に 関 す る 偶 発 負 債 に 言 及 して い る き わ め て 稀 な 例 と し て、 ＢＥＴ 社 （１９９１年 ３ 月３０日）

が あ る が、 こ れ は 単 に 偶 発 負 債 につ い て 「現 境 保 議 コ ス ト は、 そ の コ ス ト を 合 理 的 に 確 定 で

き るま で は 計 上 し な い」 と 述 べ て い る に す ぎな い。

将 来 の 開 示 実 務 の 発 展 方 向 を示 す も の と して、 シェ ル 社 （１９９１年１２月３ｉ日） の ア メ リ カ で

の 営 業 活 動 に 関 遵 す る 開 示 があ る。

③統合された環境財務諸表

過 去 に、 特 に アメ リ カ に お い て、 社 会 が 受 け取 る 価 値 や 効 用 が 社 会 的 便 益 に等 しく、 社 会
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に 与 え る 損 害 が 社 会 的 コ ス トに 等 し い とす る 社 会 的 な 視 点 か ら 企業 を み る モ デ ル を 開 発 す る

と い う 試 み が な さ れ て き た。 こ の 点 で 特 に 注 目 さ れ る の は、 エ ス テ ス （Ｒ．Ｅｓｔｅｓ） の モ デ ル

で あ ろ う。

稀 に で は あ る が・ ア プ ト 社 の よ う に、 こ う した 着 想 を 企 業 の 年 次 報 告 実 務 に 取 り 入 れ る こ

と があ る。 最 近 の 例 と し て は、 オ ラ ン ダの ＢＳＯ／Ｏｒｉｇｉｎ 社 が１９９１年 の 年 次 報 告 書 に 掲 載 し

た 事 例 があ るＨ）
。 そ こ で は、 そ の背 後 の 考 え 方、 環 境 への 影 響 額 の 評 価 方 法、 こ の 方 法 の 難

点 な どが 記 述 さ れ た 上 で 数 値 が 掲 載さ れ て い る。

ｗ． 国際環境会計の必要性

以上、 本稿では現境をめぐる会計基準と開示実務を国際的視点から論じた若千の文献を紹

介 し た。 そ の 内 容 は、 な お各 国 に お け る 現 行 基 準 の 記 述 や 開 示 実 務 の 紹 介 にと どま って おり、

国 際 比 較 論 と し て 整 理 す る 段 階 に も 国 際 的 調 和 を 論 じ る 段 階 に も い た っ て い な い。

実 際・ 現 境 会 計 の 領 域 で は、 基 準設 定 や そ の 実 務 へ の 適 用 そ の も の が な お 未 成 熟 で あ り、

開 示 も財 務 諸 表 本 体 以 外 で な さ れ て い る こ と が 多 い。 さ ら に い え ぱ、 環 境 会 計 に っ い て は、

今 日 の と こ ろ 基 準 設 定 よ り も 研 究 が先 行 し て お り、 企 業 の 開 示 実 務 も 会 計 基 準 に も と づ く と

い う よ り も 各 種 の 勧 告 に も と づ い て い る 場 合 が 多 い。

今 後・ 現 境 会 計 ・開 示 に っ い て 各 国 で さ ま ざま に 展 開 さ れ る であ ろ う 基 準 の 内容 を 理 解 す

る こ と は 益々 重 要 と な る。 ま た、 基 準 を 設 定 す る場 合 に は、 こ と が らの 童 要 性 に鑑 み、 あ ら

か じ め 国 際 的 調 和 を 念 頭 に おく こ と が 肝 要 で あ る。 そ の 意 味 で、 今 日 「国 際 環 境 会 計」 と い

う視 点 で 研究 を 行 い、 そ の 成果 を 基 準 設 定 に 結 びっ け て いく こ と が 必 要 と さ れ て い る。
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